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■報告第７号 
■報告第８号 健全化判断比率の報告について 

資金不足比率の報告について 
【要旨】 
地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19年法律第 94号）により、令和

８年度に算定した令和７年度決算に基づく健全化判断比率（「実質赤字比率」、「連結

実質赤字比率」、「実質公債費比率」及び「将来負担比率」の４指標）及び資金不足比

率を、監査委員の意見を付けて議会に報告するものです。  
健全化判断比率及び資金不足比率（以下「健全化判断比率等」という。）とは、地方

公共団体における財政の健全性を示す基準の一つで、地方公共団体の財政状況を統一

的な指標で明らかにし、必要に応じて早期に是正を行うことにより、地方公共団体の

財政破綻などを未然に防ぐことを目的としています。 
なお、比率の算定にあたっては、比率の客観性及び正確性を確保する観点から、比

率を議会に報告する前に監査委員の審査に付すこととされており、「地方公共団体の

長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、速やかに各比率とその算定基礎事項

を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該比率を議会に報告し、

かつ公表しなければならない。」とされています。 
また、各指標には財政規模などによって次のとおり基準が定められており、基準以

上となった場合は計画の策定と自主的な改善努力による財政の健全化や、国等の関与

による確実な再生が求められることになります。 
※各指標とも、数値が低い（又は算定されない）ほど、財政状況が健全であること

を示しています。  
健全化判断 

比   率 

早期健全化 

基   準 

いずれかが早期健全化基準以上となった場合は、

議会の議決を経て財政健全化計画を定め、自主的

な改善努力による財政健全化が求められます。 

財 政 再 生 

基   準 

いずれかが財政再生基準以上となった場合は、い

わゆる赤字再建団体となり、議会の議決を経て財

政再生計画を定め、国等の関与による確実な再生

が求められます。 

資 金 不 足 

比   率 

経営健全化 

基   準 

経営健全化基準以上となった場合は、議会の議決

を経て経営健全化計画を定め、自主的な改善努力

による経営健全化が求められます。  
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【算定結果の概要】 
本町における健全化判断比率等は、いずれも基準を下回っており、現時点では適正

な水準にあるといえます。 

なお、算定結果の詳細については、別添の公表資料「令和７年度決算に基づく健全

化判断比率及び資金不足比率」のとおりとなっています。 

注）下表(1)(2)の早期(経営)健全化基準及び財政再生基準は、いずれも令和 7年度決算に対する基準を表示しています。 

  
（１）健全化判断比率 

指 標 四 万 十 町 
早期健全化 
基   準 財政再生 

基 準 
７年度決算 ６年度決算 

健

全

化

判

断

比

率 

① 実質赤字比率 ―  

(▲ 1.51) ％ 

―  

(▲ 2.38) ％ 13.52 ％ 20.00 ％ 

② 連結実質赤字比率 ―  

(▲7.25) ％ 

―  

(▲8.26) ％ 18.52 ％ 30.00 ％ 

③ 実質公債費比率 
7.4 ％ 7.1 ％ 25.0  ％ 35.0  ％ 

④ 将来負担比率 ―  

(▲72.5 ) ％ 

―  

(▲ 76.6 ) ％ 350.0  ％  

※1 「①実質赤字比率」及び「②連結実質赤字比率」は赤字がないため、また「④将来負担比率」

については実質的な将来負担額がないため、いずれも「―」で表示しています。 

※2 参考として、黒字比率等を下段（ ）書きに▲で表示しています。  
（２）資金不足比率 

指 
標 公 営 企 業 会 計 名 四 万 十 町 

経営健全化 
基   準 

７年度決算 ６年度決算 
⑤

 

資

金

不

足

比

率 

水 道 事 業 会 計 ―  ％ ―  ％ 

20.00 ％ 

下 水 道 事 業 会 計 ―  ％ ―  ％ 

※3 資金不足額がないため「―」で表示しています。  
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■議案第７６号 四万十町認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例について  
【要旨】 

地方自治法施行規則の一部を改正する省令（令和８年総務省令第 86 号）の施行に

よる地方自治法施行規則（昭和 22年内務省令第 29号）の一部改正に伴い、所要の条

例改正を行うものです。 

 

【施行期日】 

 令和８年 10月１日 

 

【新旧対照表】 

改正後 改正前 

（登録者の資格等） （登録者の資格等） 

第２条 印鑑の登録資格を有する者は、

認可地縁団体の代表者のほか、次の各

号に掲げる者が選任されているときに

は、代表者に代えて当該各号に定める

者（以下「代表者等」という。）とする。 

(１) 地方自治法施行規則（昭和22年

内務省令第29号。以下「省令」とい

う。）第18条の３第１項第６号に規定

する職務代行者 

(２) 法第260条の9に規定する仮代表

者 

 

(３) 法第260条の10に規定する特別

代理人 

 

(４) 法第260条の24又は第260条の25

に規定する清算人 

 

２ （略） 

第２条 印鑑の登録資格を有する者は、

認可地縁団体の代表者のほか、次の各

号に掲げる者が選任されているときに

は、代表者に代えて当該各号に定める

者（以下「代表者等」という。）とする。 

(１) 民法（明治29年法律第89号）第46

条第３項に規定する職務代行者 

 

 

(２) 法第260条の２第15項の規定に

より準用する民法第56条に規定する

仮理事 

(３) 法第260条の２第15項の規定に

より準用する民法第57条に規定する

特別代理人 

(４) 法第260条の２第15項の規定に

より準用する民法第74条に規定する

清算人 

２ （略） 

（登録の抹消） （登録の抹消） 

第７条 町長は、次の各号のいずれかに

該当するときは、印鑑の登録を抹消す

るものとする。 

(１)・(２) （略） 

(３) 法第260条の20の規定により認

可地縁団体が解散したとき。 

第７条 町長は、次の各号のいずれかに

該当するときは、印鑑の登録を抹消す

るものとする。 

(１)・(２) （略） 

(３) 法第260条の２第15項の規定に

より準用する民法第68条（同条第１
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改正後 改正前 

 

 

(４)・(５) （略） 

２ （略） 

項第２号を除く。）の規定に基づき認

可地縁団体が解散したとき。 

(４)・(５) （略） 

２ （略） 

（印鑑登録原票の再製） （印鑑登録原票の再製） 

第９条 町長は、印鑑登録原票の印影若

しくは記載事項が不鮮明になったと

き、又は汚損、毀損したときは、印鑑登

録者に対してその旨を通知し、登録印

鑑の提示を求めて印鑑登録原票を再製

することができる。 

第９条 町長は、印鑑登録原票の印影若

しくは記載事項が不鮮明になったと

き、又は汚損、き損したときは、印鑑登

録者に対してその旨を通知し、登録印

鑑の提示を求めて印鑑登録原票を再製

することができる。 

（代理人） （代理人） 

第13条 省令第18条の３第１項第７号に

規定する代理人の告示が行われている

認可地縁団体にあっては、委任の旨を

証する書面を添えて当該代理人による

申請を行うことができる。 

第13条 地方自治法施行規則（昭和22年

内務省令第29号）第19条第１項第１号

トに規定する代理人の告示が行われて

いる認可地縁団体にあっては、委任の

旨を証する書面を添えて当該代理人に

よる申請を行うことができる。 

 

【根拠法令】 

 別紙のとおり 
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【
根
拠
法
令
】
 

地
方
自
治
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
抜
粋
）

 

地
方
自
治
法
施
行
規
則
（
昭
和

2
2
年
内
務
省
令
第

2
9
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
 

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改

正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。
）
は
、
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ

る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象

規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。
 

改
正
後
 

改
正
前
 

（
認
可
地
縁
団
体
台
帳
）
 

［
新
設
］
 

第
1
8
条
の
３

 
市
町
村
長
は
、
地
方
自
治
法
第

2
6
0
条
の
２
第
１
項
の
認
可
を
行

つ
た
と
き
は
、
認
可
地
縁
団
体
ご
と
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
台
帳

を
作
成
す
る
も
の
と
す
る
。
 

 

(
１
)
 
名
称
 

 

(
２
)
 
規
約
に
定
め
る
目
的
 

 

(
３
)
 
区
域
 

 

(
４
)
 
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
 

 

(
５
)
 
代
表
者
の
氏
名
及
び
住
所
 

 

(
６

)
 
裁
判
所
に
よ
る
代
表
者
の
職
務
執
行
の
停
止
の
有
無
及
び
職
務
代
行

者
の
選
任
の
有
無
（
職
務
代
行
者
が
選
任
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
氏
名

及
び
住
所
）
 

 

(
７
)
 
代
理
人
の
有
無
（
代
理
人
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
氏
名
及
び
住
所
）
 

 

(
８
)
 
規
約
に
解
散
の
事
由
を
定
め
た
と
き
は
、
そ
の
事
由

 
 

(
９
)
 
認
可
年
月
日
 

 

(
1
0
)
 
台
帳
を
起
こ
し
た
年
月
日
 

 

２
～
８

 
（
略
）
 

 

（
地
縁
に
よ
る
団
体
を
認
可
し
た
場
合
の
告
示
）
 

（
地
縁
に
よ
る
団
体
を
認
可
し
た
場
合
の
告
示
）
 

第
1
9
条

 
地
方
自
治
法
第

2
6
0
条
の
２
第

1
0
項
（
土
地
改
良
法
第

7
6
条
の

1
3
第
４
第

1
9
条

 
地
方
自
治
法
第

2
6
0
条
の
２
第

1
0
項
（
土
地
改
良
法
（
昭
和

2
4
年
法
律
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項
及
び
森
林
組
合
法
第

1
0
0
条
の

2
2
第
４
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用

さ
れ
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
告
示
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の

区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
の
場
合
に
該
当
す
る
旨
を
明
示
し
た
上

で
、
前
条
第
１
項
の
台
帳
に
記
載
し
た
事
項
の
う
ち
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項

に
つ
い
て
行
う
も
の
と
す
る
。

 

第
1
9
5
号
）
第
7
6
条
の
1
3
第
４
項
及
び
森
林
組
合
法
（
昭
和

5
3
年
法
律
第

3
6
号
）

第
1
0
0
条
の

2
2
第
４
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
場
合
を
含

む
。
）
に
規
定
す
る
告
示
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ

れ
ぞ
れ
当
該
各
号
の
場
合
に
該
当
す
る
旨
を
明
示
し
た
上
で
当
該
各
号
に
定

め
る
事
項
に
つ
い
て
行
う
も
の
と
す
る
。
 

 
(
１

)
 
地
方
自
治
法
第

2
6
0
条
の
２
第
１
項
の
認
可
を
行
っ
た
場
合

 
前
条
第

１
項
第
１
号
か
ら
第
３
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
、
同
項
第
４
号
の
事
項
（
同

項
第
５
号
か
ら
第
７
号
ま
で
に
掲
げ
る
住
所
と
同
一
の
場
合
は
、
そ
の
住
所

を
除
く
。
）
、
同
項
第
５
号
か
ら
第
７
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
（
住
所
を
除

く
。
）
、
同
項
第
８
号
及
び
第
９
号
に
掲
げ
る
事
項
 

 
(
１
)
 
地
方
自
治
法
第

2
6
0
条
の
２
第
１
項
の
認
可
を
行
っ
た
場
合
 

 
 
イ
 
名
称
 

 
 
ロ
 
規
約
に
定
め
る
目
的

 

 
 
ハ
 
区
域
 

 
 
ニ
 
主
た
る
事
務
所
 

 
 
ホ
 
代
表
者
の
氏
名
及
び
住
所
 

 
 
ヘ
 
裁
判
所
に
よ
る
代
表
者
の
職
務
執
行
の
停
止
の
有
無
並
び
に
職
務
代
行

者
の
選
任
の
有
無
（
職
務
代
行
者
が
選
任
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
氏

名
及
び
住
所
）
 

 
 
ト
 
代
理
人
の
有
無
（
代
理
人
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
氏
名
及
び
住
所
）
 

 
 
チ
 
規
約
に
解
散
の
事
由
を
定
め
た
と
き
は
、
そ
の
事
由
 

 
 
リ
 
認
可
年
月
日
 

 
(
２
)
～
(
６
)
 
（
略
）
 

 
(
２
)
～

(
６
)
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
 

３
 
市
町
村
長
は
、
第
１
項
の
告
示
を
行
っ
た
と
き
は
、
前
条
第
１
項
第
１
号
か

ら
第
７
号
ま
で
及
び
第
４
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
並
び
に
同
条
第
５
項
の
事

項
の
告
示
年
月
日
を
同
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
作
成
し
た
台
帳
に
記
載
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
同
条
第
１
項
第
１
号
か
ら
第
４
号
ま
で
、
同

条
第
４
項
第
２
号
及
び
第
３
号
並
び
に
第
５
項
に
お
い
て
は
、
こ
の
条
第
１
項

第
１
号
の
告
示
を
行
っ
た
場
合
を
除
く
も
の
と
す
る
。
 

２
 
（
略
）
 

［
新
設
］
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■議案第７７号 四万十町立図書館設置条例及び四万十町立美術館条例の一部を
改正する条例について 

【要旨】 

町立図書館本館及び町立美術館は、同一施設内で運営しているものの、開館時間や

休館日に関する規定に相違があるほか、臨時休館や開館時間の変更に関する規定が明

記されておらず、条例と実際の運用に乖離が生じていました。 

当該施設については、前年度に改修工事を実施し、今後も現施設において継続して

運営することが見込まれることから、運営実態に即した制度とするため、所要の条例

改正を行うものです。 

 

【条例改正の内容】 

１．町立図書館及び町立美術館の開館時間を統一します。 

２．利用者の安全確保及び適切な施設運営を図るため、臨時休館並びに開館時間及び

休館日の変更を行うことができる旨を明記します。 

３．図書館利用者が資料等を損傷等した場合の損害賠償について、賠償額を減額し、

又は免除することができる旨を明記します。 

４．その他字句の整理等を行います。 

 

【新旧対照表】 

 別紙のとおり 

 

【施行期日】 

 公布の日 

 

【根拠法令】 

図書館法（昭和 25年法律第 118号）抜粋 

（設置） 

第 10 条 公立図書館の設置に関する事項は、当該図書館を設置する地方公共団体

の条例で定めなければならない。 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）抜粋 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第 244条の 2 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあ

るものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれを

定めなければならない。 

２～11 （略） 
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四
万
十
町
立
図
書
館
設
置
条
例
の
一
部
改
正

 
新
旧
対
照
表

 

改
正
後
 

改
正
前
 

（
休
館
日
及
び
開
館
時
間
）
 

（
休
館
日
及
び
開
館
時
間
）
 

第
４
条

 
図
書
館
の
休
館
日
及
び
開
館
時
間
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。
 

第
４
条
 
図
書
館
の
休
館
日
及
び
開
館
時
間
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。
 

(
１
)
 
休
館
日
 

(
１
)
 
休
館
日
 

ア
 
年
始
 
１
月
２
日
か
ら
１
月
４
日
ま
で
 

ア
 
年
始
 
１
月
２
日
か
ら
１
月
４
日
ま
で
 

イ
 
年
末
 
1
2
月
2
8
日
か
ら
1
2
月
3
1
日
ま
で
 

イ
 
年
末
 
1
2
月
2
8
日
か
ら
1
2
月

3
1
日
ま
で
 

ウ
 
毎
週
月
曜
日
 

ウ
 
毎
週
月
曜
日
 

エ
 
国
民
の
祝
日
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

2
3
年
法
律
第

1
7
8
号
）
に
規
定
す

る
休
日
 

エ
 
国
民
の
祝
日
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

2
3
年
法
律
第

1
7
8
号
）
に
規
定
す

る
休
日
 

(
２
)
 
開
館
時
間
 

(
２
)
 
開
館
時
間
 

ア
 
火
曜
日
か
ら
土
曜
日
ま
で
は
、
午
前
９
時

3
0
分
か
ら
午
後
６
時
ま
で
と

す
る
。
 

ア
 
火
曜
日
か
ら
土
曜
日
ま
で
は
、
午
前
９
時

3
0
分
か
ら
午
後
６
時
ま
で
と

す
る
。
 

イ
 
日
曜
日
は
、
午
前
９
時
か
ら
午
後
５
時
ま
で
と
す
る
。

 
イ
 
日
曜
日
は
、
午
前
９
時
か
ら
午
後
５
時
ま
で
と
す
る
。

 

２
 
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
委
員
会
が
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き

は
、
臨
時
に
休
館
し
、
若
し
く
は
臨
時
に
開
館
し
、
又
は
開
館
時
間
を
変
更
す

る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 

（
職
員
）
 

（
職
員
）
 

第
５
条

 
法
第
1
3
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
委
員
会
は
、
図
書
館
に
館
長
、
副
館
長

及
び
必
要
な
職
員
を
置
く
。
 

第
５
条
 
法
第

1
3
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
委
員
会
は
、
図
書
館
に
館
長
、
副
館
長

及
び
必
要
な
職
員
を
置
く
。
 

（
損
害
の
賠
償
等
）
 

（
損
害
の
弁
償
）
 

第
６
条

 
図
書
館
を
利
用
す
る
者
は
、
図
書
館
の
資
料
又
は
施
設
若
し
く
は
設
備

器
具
等
を
汚
損
し
、
損
傷
し
、
又
は
亡
失
し
た
と
き
は
、
委
員
会
の
指
示
に
従

い
こ
れ
を
原
状
に
回
復
し
、
又
は
そ
の
損
害
を
賠
償
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

第
６
条
 
故
意
又
は
過
失
に
よ
り
、
図
書
及
び
資
料
並
び
に
設
備
、
器
具
を
甚
だ

し
く
汚
損
し
、
又
は
紛
失
し
た
と
き
は
、
現
品
又
は
相
当
の
代
価
を
も
っ
て
弁

償
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
委
員
会
は
、
や
む
を
得
な
い
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
賠
償
額
を
減

額
し
、
又
は
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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四
万
十
町
立
美
術
館
条
例
の
一
部
改
正
 
新
旧
対
照
表
 

改
正
後
 

改
正
前
 

（
休
館
日
）
 

（
休
館
日
）
 

第
５
条

 
美
術
館
の
休
館
日
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。
 

第
５
条
 
美
術
館
の
休
館
日
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。
た
だ
し
、
町
長
が
特
に

必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
こ
れ
を
変
更
し
、
又
は
臨
時
に
休
館
日
を
定
め
る
こ

と
が
で
き
る
。
 

(
１
)
 
毎
週
月
曜
日
 

(
１
)
 
毎
週
月
曜
日
 

(
２

)
 
国
民
の
祝
日
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

2
3
年
法
律
第
1
7
8
号
）
に
規
定
す

る
休
日
 

(
２

)
 
国
民
の
祝
日
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

2
3
年
法
律
第

1
7
8
号
）
に
規
定
す

る
休
日
 

(
３
)
 
1
2
月
2
8
日
か
ら
翌
年
の
１
月
４
日
ま
で
 

(
３
)
 

1
2
月
2
7
日
か
ら
翌
年
の
１
月
５
日
ま
で
 

２
 
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
町
長
が
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、

臨
時
に
休
館
し
、
又
は
臨
時
に
開
館
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

 

（
開
館
時
間
）
 

（
開
館
時
間
）
 

第
６
条

 
美
術
館
の
開
館
時
間
は
、
午
前
９
時

3
0
分
か
ら
午
後
６
時
ま
で
と
す
る
。

た
だ
し
、
日
曜
日
に
つ
い
て
は
、
午
前
９
時
か
ら
午
後
５
時
ま
で
と
す
る
。
 

第
６
条
 
美
術
館
の
開
館
時
間
は
、
午
前
1
0
時
か
ら
午
後
５
時

3
0
分
ま
で
と
す
る
。

た
だ
し
、
日
曜
日
に
つ
い
て
は
、
午
前
1
0
時
か
ら
午
後
４
時

3
0
分
ま
で
と
す
る
。
 

２
 
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
町
長
が
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、

開
館
時
間
を
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

２
 
町
長
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き

は
、
前
項
の
開
館
時
間
を
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

（
職
員
）
 

（
職
員
）
 

第
７
条

 
美
術
館
に
館
長
、
副
館
長
及
び
必
要
な
職
員
を
置
く
。
 

第
７
条
 
美
術
館
に
館
長
、
副
館
長
及
び
そ
の
他
必
要
な
職
員
を
置
く
。
 

 
 

 

9


